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1. 序論 
近年、高速道路上における交通流の長期的なモニタ
リングを行った結果から、同区間においても、交通容量
が経年的に減少していることが確認されている 1)。この
現象に対し、運転行動の一つである、車頭時間の変化に
着目し、その要因を明らかにすることを試みた研究が
存在する 2)。一方で、運転行動の経年変化を分析するに
は、少なくとも 2 時点以上での車両挙動に関するデー
タが必要になり、取得の困難さなどから、容量逓減の原
因の解明に、運転行動の観点から分析を試みている論
文は少ない。 
交通渋滞の規模は、交通容量の値と強い関わりをも
つ。そのため、交通容量の値が減少することによって、
交通渋滞が悪化し、これまでに渋滞が発生していなか
った区間であっても交通渋滞が発生すると考えられる。
交通計画においても、道路の車線数など、これまで得ら
れてきた交通容量の値を基準値として計画されている
ことが多く、この基準値と近年の実現交通容量に乖離
が生じることによって、安全で円滑な交通流の実現を
阻害する可能性が考えられる。 
交通工学において、交通容量は式1で算出される。 

𝑄 = 𝑘𝑣                  (式 1) 
ここで、𝑄:交通容量, 𝑘:交通密度, 𝑣:臨界速度である。 
既往研究より、交通密度と関係が深い車頭時間に着
目した研究は存在していることから、本研究は運転行
動の変化として、臨界速度に着目し、その経年変化につ
いて明らかにする。臨界速度の経年変化が明らかにな
ることで、交通容量の逓減に対する新たな観点を提供
できるのではないかと考えられる。 
2. kittler 法を用いた臨界速度の判定 
 車両感知器より得られた交通流データから臨界速度
を判定する方法として、本研究では kittler 法を用いる。

kittler 法とは、画像処理に用いる手法の 1 つで、対象
領域と背景領域の濃淡値がともに正規分布に従うと仮
定する時に、2つの分布の境界となる閾値を選定する方
法である。交通分野においては、非渋滞流と渋滞流の平
均速度の頻度分布が正規分布に従うと仮定し、臨界速
度(閾値)を定義するため、ボトルネック付近の断面の車
両感知器データから得られた速度ヒストグラムに適用
した事例があり、良好な判定結果が得られている 3)。図
1は、kittler 法による閾値決定のイメージ図である。 

 
図1 kittler 法による閾値決定のイメージ 

本研究では、この kittler 法を用いて、以下の手順で臨
界速度を算出した。 
1) 車両感知器データより 5分間交通量を取得し、速度
ヒストグラムを作成する。 

2) 任意の閾値を設定し、その値を境に速度ヒストグラ
ムを 2つのグループに分ける。 

3) それぞれのグループにおいて、速度の平均と分散、
度数の比率を算出する。 

4) 式2に示す誤差識別を評価する式に、3)で求めた値
を代入し、評価値を得る。 

5) 2)-4)までを繰り返し、最小値を臨界速度とする。 
𝐽(𝑇) = 𝜔!(𝑇) log(𝜎!(𝑇) 𝜔!(𝑇)⁄ ) + 

𝜔"(𝑇) log(𝜎"(𝑇) 𝜔"(𝑇)⁄ )   (式 2) 
ここで、𝐽:評価値, 𝑇:閾値 2臨界速度3 , 1,2:グループ,	 
𝜔:度数比率, 𝜎:分散である。 
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 上記の手順で得られた臨界速度を、同区間の 2 時点
で比較を行い、速度に経年変化が生じているのかを分
析する。 
3. 対象地域 
 実データを用いて、実際の交通流において、臨界速度
に経年変化が生じているか分析を行う。分析データは、
首都高速道路株式会社から提供いただいた車両感知器
データを用いる。これらのデータのうち、過去と現在で
道路形状に変化がない地点を本研究の対象地域として
抽出する。抽出には Google map のタイムマシン機能
を用いる。対象地域は図2に示す 6箇所となった。 

 
図2 分析対象地域 

(首都高速道路株式会社HPより一部筆者加筆) 

 全ての分析対象地域において、片側 2 車線の区間と
なっていた。対象日時は過去が 2016 年 7月 11日(月)-
15 日(金)、現在が 2019 年 9月 2日(月)-6 日(金)のそれ
ぞれ 5日間である。全日、24時間分の交通流データを
用いて分析を行う。 
4. 臨界速度の算出結果 
実データを用いた、kittler 法による臨界速度の算出
結果を表 1 に示す。表内の斜線部分は、過去もしくは
現在においてデータの欠損があり、比較ができなかっ
た車線である。表 1 の結果より、都心環状線や渋谷線
では臨界速度の低下が見られ、最大で 6km/h の低下が
生じている。一方で、新宿線では一部をのぞき、臨界速
度の上昇が見られ、最大で2km/hの上昇が生じている。 
この分析結果より、臨界密度は、大きな変化が生じて
いる区間と変化が生じていない区間があることが示さ

れた。対象区間の道路形状に大きな変化は生じていな
いことから、臨界速度低下に道路形状以外の要因が影
響しているのではないかと考えられる。 
式 1 で示しているように、臨界速度の変化は交通容
量の変化に大きな影響力をもつ。交通需要が交通容量
を10 %程度超過することでも重大な交通渋滞を引き起
こすことから、臨界速度の変化は、交通流を分析におけ
る新たな観点になると考察できる。 

5. 結論 
 本研究は、同区間における臨界速度の経年変化に着
目し、車両感知器データを用いて分析を行った。kittler
法を用いた臨界速度の算出結果から、首都高速道路の
複数地点を対象にした分析では、渋谷線や都心環状線
では臨界速度の低下が見られ、最大で 10%以上低下し
ている区間があることを示した。また、新宿線では多く
の区間で臨界速度が上昇していることを示した。 
 これらの分析結果より、道路形状以外の部分で臨界
速度の低下に影響を与える要因が存在すると考察した。
また、臨界速度は交通容量の値に大きな影響をもつこ
とから、本研究の分析結果が、今後の交通運用を行う際
に、交通流を分析する新たな観点になると考察した。 
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1:都心環状線内回り(芝公園IC入口 5.28kp付近)    

2:渋谷線上り (大橋JCT 5.62kp付近)

3:渋谷線上り (池尻IC出口 5.86kp付近 )

4:新宿線上り (幡ヶ谷IC入口 6.93kp付近 )

5:新宿線上り (永福IC入口 8.53kp付近 )

6:新宿線下り (高井戸IC出口 11.76kp付近 )

6

[km/h]
⾞線 ⾛⾏ 追越 ⾛⾏ 追越 ⾛⾏ 追越 ⾛⾏ 追越 ⾛⾏ 追越 ⾛⾏ 追越
過去 47 65 63 59 57 61 54 61 62
現在 45 62 62 53 52 59 55 63 64

① ② ③ ④ ⑤ ⑥
表1 臨界速度の算出結果の比較(上段の数値は図２に対応している) 
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